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土木交通部監理班に要請する。

（ａ） 輸送区間または借上機関

（ｂ） 輸送量または車両の台数等

（ｃ） 集合の場所および日時

（ｄ） その他の条件

ｂ 本部室は、次により処置する。

（ａ） 船舶については、近畿運輸局に借上げあっせんを依頼する。

（ｂ） 自動車については近畿運輸局滋賀運輸支局に借上げ調達を依頼する。

（ｃ） 漁船等については、農政水産部水産班に借上げ調達を指示する。

（イ） 市町

ａ 市町においては、輸送に必要な車両および要員等の確保については、市町地域防災計画に定めておくものと

する。

ｂ 市町の所要車両が調達不要となった場合は、輸送条件を示して地方本部に応援を要請する。

（ウ） 近畿運輸局滋賀運輸支局

防災業務計画実施細目に基づき、必要な措置を講ずるとともに、県の要請等により、輸送機関等に対し調達

のあっせんを行う。

（エ） 近畿運輸局

県本部から調達の要請があったときは、県下事業者の所有する船舶のあっせんを行う。

ウ 輸送力の強制確保

一般の方法により自動車船舶等輸送力の確保ができないときは、強制命令を執行して確保するものとする。

（3） 輸送の方法

ア 災害輸送は、次のものが考えられ、状況に応じて適切な方法による。

（ア） 自動車等による輸送

（イ） 鉄道、軌道等による輸送

（ウ） 船舶、舟艇等による輸送

（エ） 飛行機、ヘリコプターによる輸送

（オ） 人力等による輸送

イ 鉄軌道輸送

（ア） 鉄軌道によって輸送する場合は、それぞれの実施機関において JR、私鉄会社と協議して行うものとする。

（イ） JR 輸送

ａ 緊急輸送の要請は最寄り駅長を通じて行い、JR は防災関係機関等部外からの要請で緊急輸送の必要がある

と認めるときは、その万全を期するものとする。

ｂ 災害輸送に関しては｢JR 運賃減免実施基準｣により減免を行う。

ウ 空中輸送

（ア） 交通途絶のための孤立地帯への輸送は航空機によるものとし、｢第 15 節、自衛隊災害派遣計画｣の定めると

ころにより、自衛隊航空機の派遣要請を行う。

(各市町消防防災用ヘリコプター発着場は資料編参照)

（イ） 民間航空機の借上げを必要とするときは、大阪空航事務所にそのあっせんを要請する。

エ 人力による輸送

車両等による輸送が不可能なときは、人力により輸送するものとする。

[参 照]

・災害り災者救じゅつ用寄贈品当に対する JR 運賃減免実施基準·································· (参考編 65) 
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第 7節 防疫および保健衛生計画 (県健康福祉部)

第 1 防 疫 計 画

1 計 画 方 針

災害発生時における被災地の防疫は、この計画に定めるところにより迅速に実施し、感染症の発生と流行の未然防

止に万全を期する。

2 計 画 の 内 容

（1） 実 施 者

ア 災害発生時における被災地の防疫は、当該地域を所轄する市町長が、保健所の指導、指示に基づいて実施する

ものとする。

イ 市町独自で処理不能の場合には、隣接市町、県、国、その他関係機関の応援を求めて実施するものとする。

ウ 県は被災地の状況、市町の処理能力等を勘案し感染症の予防および患者の医療に関する法律(本節において以下

｢法｣という。)第 29 条第 2項に基づく物件に係る措置を行うものとする。

（2） 防疫組織

ア 災害防疫対策連絡協議会

平常時から県健康福祉部、保健所および市町にそれぞれ設置するものとし、必要に応じて災害防疫に関する協議

および情報の連絡を行う。

イ 災害防疫対策本部

災害に際し、管内市町の被害状況から勘案して必要と考えられる場合には、すみやかに県健康福祉部に災害防疫

対策本部を、保健所には地区災害防疫対策本部を設置し、また市町はこれに準じて設置するものとして、防疫対策

の企画実施および指導にあたるものとする。

なお、各種作業実施の直接組織として、災害防疫対策本部の中に次の班を編成しておくものとする。

（ア） 総務班 （イ） 防疫班 （ウ） 医療班 （エ） 資材班

ウ 県災害対策本部と災害防疫対策本部との関係

（ア） 県災害対策本部が設置されたときは、即時県災害対策本部組織の中に移行するものとし、災害対策本部の

各班として、衛生部門を担当し、防疫活動を実施する。

（イ） 県災害対策本部が設置されないとき、また閉鎖されたときは、災害防疫対策本部を開設して防疫業務を推

進する。

（3） 県の措置

ア 指 導

災害発生と同時に保健所をして、災害地の検病調査および消毒方法、そ族昆虫駆除その他防疫措置について実情

に即応した指導を行う。特に被害激甚な市町に対しては職員を現地に派遣しその実情を調査して実施方法および基

準を示し、指導に当らせる。

イ 措置命令、指示

知事は感染症予防上必要と認めるときは災害の規模、態様などに応じてその範囲および期間を定めて、次の措置

の命令または指示を行うものとする。

（ア） 法第 27 条第 2項による消毒に関する指示(法第 50 条第 1項の規程により実施される場合を含む。)

（イ） 法第 28 条第 2項によるそ族昆虫等の駆除に関する指示(法第 50 条第 1項の規程により実施される場合を含

む。)

（ウ） 法第 29 条第 2項の規定による感染症の病原体に汚染された物件に係る措置に関する指示(法第 50 条第 1項

の規程により実施される場合を含む)

（エ） 法第 31条第 2項による生活用に供される水の供給の指示(法第50条第 1項の規程により実施される場合を含
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む。)

（オ） 患者等に対する措置

災害地において、感染症患者または無症状病原体保有者が発生したときは、すみやかに入院の勧告措置をと

るものとする。ただし、交通途絶などで感染症指定医療機関に入院させることが困難な場合は、なるべく近い

非被災地域内の適当な医療機関に入院させるものとする。

（カ） 予防接種法第 6条の規定による臨時予防接種に関する指示(市町長をして実施させるのが適当な場合に限

る。)

ウ 検病調査および健康診断

（ア） 保健所は、おおむね医師 1名、保健師(看護師)1 名、助手 1名をもって、検病調査班を編成し、市町と連携

して被災地の検病調査を実施する。

（イ） 検病調査班は、その稼働能力に応じ重点的に検病調査を実施するものとするが、たい水地域においては通常

週一回以上、集団避難所においてはできる限り頻繁に行うようにする。

（ウ） 検病調査の結果必要あるときは、法第 17 条の規定による健康診断を実施するものとする。

エ 死亡獣畜の適正処理

健康福祉部生活衛生課および保健所は、市町が実施する死亡獣畜の処理が適正に行われるよう必要に応じて

指導するものとする。

（4） 市町の行う防疫活動の種別と方法

ア 検病調査

保健所、検病調査班と連携し、地区衛生組織等関係者の協力を得て検病調査を実施する。

イ 臨時予防接種

感染症予防上必要があると認められるときは、予防接種法第 6条の規定による臨時予防接種の実施を知事に求め

るものとする。

ウ 感染症の病原体に汚染された場所の消毒

法第27条第2項の規定により知事の指示に基づき、感染症の病原体に汚染された場所の消毒を行うものとする。

(法第 50 条第 1項の規程により実施される場合を含む。)

エ そ族昆虫等の駆除

法第 28 条第 2項の規定により知事の指示に基づき、そ族昆虫の駆除を行うものとする。(法第 50 条第 1項の規

程により実施される場合を含む。)

オ 感染症の病原体に汚染された物件にかかる措置

法第 29 条第 2項にの規定により知事の指示に基づき、感染症の病原体に汚染された物件にかかる措置を行うも

のとする。(法第 50 条第 1項の規程により実施される場合を含む。)

カ 生活の用に共される水の供給

法第 31 条第 2項にの規定により知事の指示に基づき本計画第 4節第 6｢給水計画｣に準じて生活の用に共される

水の供給を行うものとする。(法第 50 条第 1項の規程により実施される場合を含む。)

キ 避難所の防疫指導等

避難所は、施設の設備が応急仮設的であり、かつ多数の避難者を収容するため、衛生状態が悪くなりがちで、感

染症発生の原因となることが多いので、県防疫職員の指導のもとに市町において防疫活動を実施するものとする。

この際施設の管理者を通じて、衛生に関する自治組織を編成せしめその協力を得て指導の徹底を期するものとする。

また市町は自らが設置する避難所に隣接して、愛玩動物の収容所を獣医師等の助言・協力を得て設置するよう検

討する。

（5） 報告、記録、整備

ア 保健所は、災害防疫活動を実施したときは、防疫活動状況を別に定める様式により、管下市町分をとりまとめ、

または必要な事項を調査し、県健康福祉部長にそのつど電話および文書をもって報告するものとする。
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イ 保健所は、災害防疫が完了したときは、様式(別記様式 6)により、管下市町分をとりまとめ、また自らも作成

し、防疫活動を終了した日から 20 日以内に県健康福祉部長に提出するものとする。

ウ 記録の整備

（ア） 県健康福祉部または保健所が備付を要する記録

ａ 災害状況報告書(別記様式 1)

ｂ 災害防疫活動状況報告書(別記様式 2)

ｃ 災害防疫経費所要額調および関係書類(別記様式 3A)

ｄ 各種防疫措置の指示命令に関する書類

ｅ 災害防疫作業日誌(作業の種類および作業量、作業に従事した者、実施地域および期間、実施後の反省、そ

の他参考事項を記述すること。)(別記様式 4)

（イ） 市町で備付を要する記録

ａ 災害状況報告書(別記様式 1)

ｂ 災害防疫活動状況報告書(別記様式 2)

ｃ 災害防疫経費所要額調および関係書類(別記様式 3B)

ｄ 感染症の病原体に汚染された場所の消毒方法に関する書類

ｅ そ族昆虫等の駆除に関する書類

ｆ 物件にかかる措置に関する書類

ｇ 生活の用に供される水の供給に関する書類

ｈ 患者台帳(別記様式 5)

ｉ 災害防疫作業日誌(作業の種類および作業量、作業に従事した者、実施地域および期間、実施後の反省、そ

の他参考事項を記述すること。)(別記様式 4)

[参 照]

・防疫計画報告、記録、整備様式·····························································(参考編 69) 

第２ 特定動物による危害防止および愛玩動物救護等対策計画

１ 基 本 方 針

災害時には、家屋の倒壊等のため、飼養施設から逸走した特定動物（サル、ワニ等「動物の愛護及び管理に関す

る法律施行令」第 1条別表に掲げる動物）による人への危害を防止するための措置を講ずる必要がある。

また、災害時には、飼い主不明または負傷した動物が発生すると同時に、被災者とともに避難所に避難してくる

動物が多数生じ、これらにかかる問題が予想される。

このため、逸走した動物による人への危害防止および動物愛護の観点から、市町および関係団体等と連携し、こ

れらの動物の保護および飼養者への必要な支援等を行う。

2 応 急 対 策

(1) 特定動物の逸走対策

県（生活衛生課および動物保護管理センター）は、特定動物の逸走および管理状況の把握を行い、逸走等の事

態が生じた場合は、次の必要な措置を行う。

ア 特定動物の逸走が確認された場合は、特定動物飼養者に対し、速やかな収容を指示するとともに、危害を防

止するため、現地へ出動する。

イ 特定動物が逸走した場合は、付近住民に周知するとともに、各市町に広報協力を依頼する。

ウ 逸走した特定動物捕獲のため、警察等関係機関に協力を要請する。

(2) 被災地域における動物の保護

県は、飼い主不明または負傷した犬およびねこの保護および収容を行うとともに、犬による危害の発生を防止

するよう努めるものとする。

また、関係機関と連携し、収容した負傷動物の救急活動に努めるものとする。

(3) 避難所における動物の適正な飼養

県は、避難所を設置する市町から要請があった場合は、被災者とともに避難した動物が適切に飼養されるよう、
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指導および助言等の協力を行うとともに、次のことを実施する。

ア 避難所等へ愛玩動物に関する必要な物資の提供に努める。

イ 必要に応じ、被災者の愛玩動物の一時保管の支援を行う。

ウ 被災者へ動物救護に関する情報提供を行う。

第 3 食品衛生・生活衛生計画

1 計 画 方 針

被災地における食品衛生および生活衛生は、この計画に定めるところにより迅速に実施し、食品に起因する危害発

生を阻止することにより被災者に対して安全で衛生的な食品を供給するとともに、衛生的な生活環境の確保に万全を

期する。

2 計 画 の 内 容

（1） 災害緊急検査班の編成

災害の状況により必要と認めたときは、災害緊急検査班を編成派遣する。

（2） 災害緊急検査班は、所属長の指揮のもとに次の活動を行う。

ア 食品衛生対策

（ア） 食品関係施設の被害状況の把握および情報提供

（イ） 救護食品等の検査

（ウ） 飲料水の試験検査

（エ） 冠水地域等における食品関係施設の指導

（オ） その他飲食に起因する危害発生の防止

（カ） 避難所における食品の衛生確保

イ 生活衛生対策

（ア） 生活衛生関係営業施設の被害状況の把握および情報提供

（イ） 被災地における生活衛生確保

（ウ） 冠水地域等における生活衛生関係営業施設の指導

（エ） 建築物における衛生的環境の確保







����
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第６節 琵琶湖西岸断層帯等の地震による被害想定
（平成１７年４月１４日公表）

１ 前提条件

（１）想定地震

５ケースの地震を対象とした。

◇ 琵琶湖西岸断層帯による地震（３ケース）

◇ 花折断層帯による地震

◇ 東南海・南海地震（中央防災会議の地震動予測結果に基づく）

（２）想定時季

火災発生等に影響の大きい「冬季の夕刻」を基本とした。また，地震発生時刻の違いによる

被害量の差異を把握するため，他の時間帯についても検討を加えた。

早朝（5:00 頃） ‥ 人の活動がほとんどない時間帯 ⇒ 建物倒壊による人的被害が大きい

昼間（15:00 頃）‥ 日常の活動時における平均的な人口分布の時間帯

夕刻（18:00 頃）‥ 一般火気使用率が高い時間帯 ⇒ 火災出火が多い

（３）想定項目

地震災害の基礎的な被害量を予測した。

・建物被害（全壊/半壊棟数と分布）

・人的被害（死者/負傷者数と分布，避難者数）

・地震火災（炎上出火件数）

琵琶湖西岸断層帯地震
（ケース１）

琵琶湖西岸断層帯地震
（ケース２）

琵琶湖西岸断層帯地震
（ケース３）

★ 破壊開始点
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2 想定結果

想定地震による被害量の予測は，1995 年兵庫県南部地震の被災データ（地震動～被害の関係）

に基づいた。想定結果の総括を表-1 に，各市町の想定結果を図-1～図-3 および表-2～表-6 に示す。

表-1 地震被害想定総括表

建物被害 人的被害 地震火災

全壊棟数 半壊棟数 死者数 負傷者数 重傷者数 炎上出火件数

早朝 1,274 10,166 650 39

琵琶湖西岸断層地震 昼間 45,994 54,078 857 7,941 511 93 82,889

〔ケース１〕 夕刻 898 7,635 493 93

早朝 1,173 9,907 639 37

琵琶湖西岸断層地震 昼間 43,463 53,711 851 7,389 474 87 80,630

〔ケース２〕 夕刻 848 7,352 478 87

早朝 885 9,947 622 30

琵琶湖西岸断層地震 昼間 37,976 51,689 676 7,604 469 73 72,947

〔ケース３〕 夕刻 653 7,402 467 73

早朝 126 4,475 345 9

花折断層地震 昼間 6,665 23,392 94 3,416 267 19 23,262

夕刻 89 3,289 257 19

早朝 50 702 50 ほぼ0

東南海・南海地震 昼間 1,427 5,848 41 500 41 ほぼ0 5,336

夕刻 43 531 44 ほぼ0

*）重傷者数は，負傷者数の内数 *）避難者数は避難所生活者の最大数

*）東南海・南海地震については，中央防災会議の手法を基本に，計測震度と建物被害率との相関関係より算出

想定地震 発生時刻 避難者数

【想定結果の留意点】

滋賀県域の建物は，兵庫県南部地震により被災した神戸・阪神間の当時の建物に比べて以下の

ような違いも有している。よって，今回の想定結果は，過去の事例に基づく可能性の範疇にはあ

るが，比較的上限値に近いものであるとも考えられる。しかしながら，地震災害においては過去

の経験を超えた予期せぬ事態が発生する場合もあるので，この数値を今後の地震防災検討の基礎

資料とした。

・神戸阪神地域の建物は老朽化による耐力の劣化や構造的に耐力が不足していた木造建築物

が多く、構造的に脆弱で被害率が高かったとの指摘がある。

・滋賀県域では築 30 年以上の古い建物であっても伝統工法による建物や積雪地域の特徴とし

て柱が太く強化された建築物などが多く，神戸地域の被害率は多少過大な評価である可能

性を有している。

・このことは，例えば鳥取県西部地震における建物被害が兵庫県南部地震における被害率を

下回ったことにも類似する。
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表-2 琵琶湖西岸断層帯地震（ケース１）による市町の被害
建物被害 人的被害 地震火災

市町 死者数 負傷者数 重傷者数 炎上出火件数 避難者数

早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻

大津市 20,810 19,948 616 431 435 3,759 3,185 2,892 217 181 166 19 45 45 36,953

彦根市 23 992 1 2 1 144 143 97 14 13 10 ほぼ0 1 1 679

長浜市 4 22 1 1 1 5 4 4 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 20

近江八幡市 255 4,044 7 4 5 658 398 437 54 34 37 1 2 2 3,046

草津市 6,401 7,164 189 102 123 1,860 1,294 1,419 114 83 88 6 14 14 12,831

守山市 5,254 5,456 118 82 84 1,240 987 916 68 53 50 4 9 9 9,086

栗東市 345 2,507 7 6 5 605 520 475 47 41 38 1 2 2 2,683

甲賀市 1 365 1 1 1 52 41 38 6 5 4 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 248

野洲市 1,397 3,443 35 20 25 656 559 497 48 41 37 1 3 3 3,662

湖南市 6 69 0 0 0 14 12 11 2 2 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 63

高島市 7,403 5,947 189 149 142 719 541 527 39 29 29 5 11 11 8,718

東近江市 1 105 1 1 1 18 13 15 2 2 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 85

米原市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

志賀町 4,044 2,867 100 49 66 267 136 179 15 8 10 2 6 6 4,047

安土町 0 4 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 3

蒲生町 1 168 1 1 1 22 12 17 3 2 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 107

日野町 1 46 1 1 1 7 3 5 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 31

竜王町 1 109 1 1 1 15 13 12 2 2 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 72

能登川町 4 212 1 1 1 29 22 20 3 3 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 137

秦荘町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

豊郷町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

甲良町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

多賀町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

近江町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

浅井町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

虎姫町 0 17 1 1 1 3 2 2 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 12

湖北町 5 123 1 1 1 16 7 13 2 1 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 75

びわ町 30 192 1 1 1 37 23 28 4 3 3 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 156

高月町 1 67 1 1 1 10 8 8 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 47

木之本町 0 53 0 0 0 7 7 5 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 30

余呉町 0 7 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 4

西浅井町 7 151 1 1 1 21 9 16 3 1 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 94

総計 45,994 54,078 1,274 857 898 10,166 7,941 7,635 650 511 493 39 93 93 82,889

全壊棟数 半壊棟数

表-3 琵琶湖西岸断層帯地震（ケース２）による市町の被害

建物被害 人的被害 地震火災

市町 死者数 負傷者数 重傷者数 炎上出火件数 避難者数

早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻

大津市 23,772 20,176 719 542 524 3,500 2,816 2,664 200 155 150 22 50 50 39,772

彦根市 7 721 1 1 1 93 58 59 10 6 6 ほぼ0 1 1 447

長浜市 13 284 1 1 1 51 37 39 6 4 4 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 232

近江八幡市 313 4,079 7 4 5 667 377 428 52 31 35 1 2 2 3,021

草津市 3,368 7,393 68 41 45 2,054 1,362 1,531 125 85 95 3 8 8 10,477

守山市 3,974 5,275 85 61 61 1,097 919 807 69 55 51 3 6 6 7,716

栗東市 588 1,939 10 8 7 524 424 411 39 33 31 1 2 2 2,490

甲賀市 0 6 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 4

野洲市 765 3,298 18 10 14 616 490 467 48 40 37 1 2 2 3,080

湖南市 10 49 1 1 1 13 10 10 2 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 55

高島市 6,686 5,924 162 130 121 751 582 556 40 31 30 4 10 10 8,216

東近江市 0 54 0 0 0 9 6 8 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 42

米原市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

志賀町 3,922 2,902 95 47 63 297 149 199 16 8 11 2 6 6 4,001

安土町 2 3 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 3

蒲生町 0 6 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 4

日野町 0 2 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 1

竜王町 1 34 0 0 0 5 3 4 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 23

能登川町 9 658 1 1 1 86 58 58 9 6 6 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 409

秦荘町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

豊郷町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

甲良町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

多賀町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

近江町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

浅井町 0 1 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 1

虎姫町 1 151 1 1 1 27 22 20 3 3 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 127

湖北町 5 124 1 1 1 16 7 12 2 1 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 74

びわ町 20 359 1 1 1 59 36 45 6 4 5 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 269

高月町 0 47 0 0 0 7 8 5 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 30

木之本町 0 73 1 0 0 9 10 7 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 40

余呉町 0 6 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 4

西浅井町 7 147 1 1 1 20 9 16 2 1 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 92

総計 43,463 53,711 1,173 851 848 9,907 7,389 7,352 639 474 478 37 87 87 80,630

全壊棟数 半壊棟数
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表-4 琵琶湖西岸断層帯地震（ケース３）による市町の被害

建物被害 人的被害 地震火災

市町 死者数 負傷者数 重傷者数 炎上出火件数 避難者数

早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻

大津市 16,107 20,748 368 294 277 4,157 3,333 3,134 235 181 176 14 33 33 33,404

彦根市 33 1,424 2 1 1 207 134 138 20 14 14 ほぼ0 1 1 976

長浜市 1,497 3,090 21 17 16 571 489 434 33 28 25 1 3 3 3,307

近江八幡市 35 568 1 1 1 83 40 52 8 4 5 ほぼ0 1 1 380

草津市 3,408 7,049 71 39 47 1,752 1,155 1,297 114 78 86 3 7 7 9,908

守山市 2,642 5,322 41 32 30 1,240 1,097 914 76 64 56 2 4 4 6,649

栗東市 233 1,778 5 4 4 445 367 346 36 30 29 1 2 2 1,941

甲賀市 0 1 0 0 0 1 1 1 1 0 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 1

野洲市 348 1,359 6 3 4 233 162 173 18 14 14 ほぼ0 1 1 1,208

湖南市 9 36 1 1 1 10 11 8 1 2 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 38

高島市 10,861 5,512 317 253 234 595 447 442 31 23 23 8 18 18 10,527

東近江市 1 76 1 1 1 12 7 9 2 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 54

米原市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

志賀町 2,490 3,091 40 20 27 374 187 252 20 10 13 1 3 3 3,205

安土町 0 2 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 2

蒲生町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

日野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

竜王町 1 16 1 1 1 3 2 2 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 11

能登川町 7 354 1 1 1 43 25 29 5 3 3 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 204

秦荘町 0 12 0 0 0 2 1 2 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 8

愛知川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

豊郷町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

甲良町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

多賀町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

近江町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

浅井町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

虎姫町 2 210 1 1 1 42 34 32 5 4 4 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 200

湖北町 5 113 1 1 1 15 7 12 2 1 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 69

びわ町 284 726 4 3 3 131 85 100 8 6 7 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 722

高月町 0 29 1 1 1 5 3 4 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 24

木之本町 6 30 1 1 1 6 7 5 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 22

余呉町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

西浅井町 7 143 1 1 1 19 9 15 2 1 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 87

総計 37,976 51,689 885 676 653 9,947 7,604 7,402 622 469 467 30 73 73 72,947

全壊棟数 半壊棟数

表-5 花折断層地震による市町の被害

建物被害 人的被害 地震火災

市町 死者数 負傷者数 重傷者数 炎上出火件数 避難者数

早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻

大津市 3,868 12,229 75 51 50 2,630 2,141 1,970 190 160 145 5 11 11 13,690

彦根市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長浜市 1 6 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 5

近江八幡市 6 10 1 1 1 3 1 2 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 9

草津市 220 1,843 3 2 2 404 219 277 39 22 27 1 2 2 1,732

守山市 184 1,586 3 2 2 313 247 221 27 23 20 1 1 1 1,374

栗東市 23 61 1 1 1 21 13 17 3 2 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 77

甲賀市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

野洲市 19 88 1 1 1 18 9 13 2 1 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 72

湖南市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高島市 2,174 5,396 37 32 28 785 633 587 53 41 39 2 4 4 4,953

東近江市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

米原市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

志賀町 158 2,094 3 2 2 285 141 189 26 13 17 ほぼ0 1 1 1,292

安土町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

蒲生町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

日野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

竜王町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

能登川町 4 41 1 1 1 7 5 5 1 1 1 0 ほぼ0 ほぼ0 28

秦荘町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

豊郷町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

甲良町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

多賀町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

近江町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

浅井町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

虎姫町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

湖北町 0 4 0 0 0 1 1 1 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 2

びわ町 8 34 1 1 1 7 5 6 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 28

高月町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

木之本町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

余呉町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

西浅井町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総計 6,665 23,392 126 94 89 4,475 3,416 3,289 345 267 257 9 19 19 23,262

全壊棟数 半壊棟数
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表-6 東南海・南海地震による市町の被害

建物被害 人的被害 地震火災

市町 死者数 負傷者数 重傷者数 炎上出火件数 避難者数

早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻

大津市 192 534 1 1 1 40 39 32 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 664

彦根市 174 788 4 3 3 96 71 71 5 3 3 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 645

長浜市 56 278 1 1 1 27 24 20 1 1 1 0 ほぼ0 ほぼ0 232

近江八幡市 190 885 9 6 7 142 92 107 9 6 7 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 744

草津市 80 242 1 1 1 22 13 15 1 1 1 0 ほぼ0 ほぼ0 318

守山市 66 179 1 1 1 14 11 10 1 1 1 0 ほぼ0 ほぼ0 216

栗東市 34 91 1 1 1 8 7 6 1 1 1 0 0 0 126

甲賀市 53 314 2 1 1 34 20 25 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 214

野洲市 63 273 1 1 1 33 27 24 1 1 1 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 255

湖南市 37 93 1 1 1 7 5 5 1 1 1 0 0 0 127

高島市 38 113 1 1 1 8 7 6 1 1 1 0 0 0 100

東近江市 133 709 4 3 3 101 71 80 5 3 4 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 599

米原市 15 61 1 1 1 6 4 5 1 1 1 0 0 0 54

志賀町 22 44 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 41

安土町 41 160 2 2 2 27 17 18 2 2 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 138

蒲生町 13 87 1 1 1 11 5 8 1 1 1 0 ほぼ0 ほぼ0 65

日野町 51 271 3 2 2 38 20 31 2 2 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 197

竜王町 14 52 1 1 1 5 4 5 1 1 1 0 0 0 45

能登川町 58 292 3 2 2 41 28 28 3 2 2 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 227

秦荘町 9 48 1 1 1 5 4 4 1 1 1 0 0 0 38

愛知川町 15 100 1 1 1 12 10 11 1 1 1 0 0 0 81

豊郷町 8 28 1 1 1 3 4 2 1 1 1 0 0 0 25

甲良町 5 26 1 1 1 4 3 3 1 1 1 0 0 0 29

多賀町 6 22 1 1 1 2 2 2 1 1 1 0 0 0 18

近江町 13 51 1 1 1 6 4 5 1 1 1 0 ほぼ0 ほぼ0 42

浅井町 2 5 1 0 1 1 1 1 1 0 1 0 0 0 5

虎姫町 6 19 1 1 1 2 2 1 1 1 1 0 0 0 18

湖北町 10 27 1 1 1 2 1 2 1 1 1 0 0 0 22

びわ町 9 30 1 1 1 3 2 2 1 1 1 0 0 0 27

高月町 7 14 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 14

木之本町 5 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

余呉町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

西浅井町 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

総計 1,427 5,848 50 41 43 702 500 531 50 41 44 ほぼ0 ほぼ0 ほぼ0 5,336

*）重傷者数は，負傷者数の内数 *）避難者数は避難所生活者の最大数

*）東南海・南海地震については，中央防災会議の手法を基本に，計測震度と建物被害率との相関関係より算出

全壊棟数 半壊棟数
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滋賀県各市町の建物・世帯・人口数（平成１５年度末現在）

建物棟数（住家） 人口
市町名

1980 以前 1981 以降
世帯数

早朝（居住）

大津市 96,194 47,988 48,206 114,094 301,311

彦根市 44,500 23,462 21,038 37,996 107,101

長浜市 24,295 14,465 9,830 22,099 62,031

近江八幡市 27,712 15,865 11,847 23,985 68,421

草津市 31,905 14,438 17,467 43,461 113,664

守山市 22,679 9,927 12,752 23,218 69,935

栗東市 17,938 7,676 10,262 20,875 59,277

甲賀市 43,039 21,871 21,168 29,902 94,934

野洲市 18,588 9,766 8,822 16,518 49,775

湖南市 16,572 7,518 9,054 19,309 55,830

高島市 25,625 13,112 12,513 18,653 55,961

東近江市 31,831 17,521 14,310 26,048 78,987

米原市 14,727 9,090 5,637 9,742 32,092

志賀町 11,942 6,010 5,932 7,622 22,913

安土町 5,209 2,676 2,533 3,703 12,232

蒲生町 6,145 2,964 3,181 4,291 15,057

日野町 10,755 6,199 4,556 7,125 23,266

竜王町 5,359 3,068 2,291 3,926 13,302

能登川町 10,422 5,833 4,589 7,177 23,258

秦荘町 3,428 1,997 1,431 2,126 7,944

愛知川町 4,689 3,235 1,454 3,996 11,665

豊郷町 3,140 1,650 1,490 2,462 7,341

甲良町 2,783 1,613 1,170 2,355 8,405

多賀町 4,159 2,815 1,344 2,597 8,531

近江町 4,511 2,475 2,036 2,920 10,013

浅井町 6,572 4,132 2,440 3,727 13,365

虎姫町 2,158 1,485 673 1,958 5,871

湖北町 4,448 2,845 1,603 2,445 9,119

びわ町 3,180 1,901 1,279 2,090 7,840

高月町 4,521 2,647 1,874 2,910 10,502

木之本町 4,653 3,368 1,285 2,953 9,057

余呉町 2,330 1,540 790 1,263 4,192

西浅井町 2,300 1,510 790 1,346 4,939

総計 518,309 272,662 245,647 474,892 1,378,131
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資料-1：地震現象の予測結果

【地震動予測】

深層地盤構造モデル〔微動アレー探査

結果（滋賀県 2004），反射法地震探査

結果（滋賀国道 2004）等の情報によ

る〕と浅層地盤モデル〔約 9400 本の

ボーリングデータによる〕を設定し，

ハイブリッド法による想定断層地震

の強震動を予測した。

想定断層モデル

【液状化予測】

想定された地震動による液状化発生地域を，9400 本のボーリングデータを用いて簡易判定法

（道路橋示方書の式）により予測した。併せて，タイプ１地震（海溝型），タイプ２地震（内陸

直下型地震）の滋賀県域の液状化危険度を予測した。

PL値と液状化の程度との関係

PL値 液状化の程度

0～5 液状化はほとんどなし，被害なし

5～10 液状化の程度は小さい，構造物への影響はほとんどない

10～20 液状化は中程度，構造物によっては影響の出る可能性がある

20～35 激しい液状化，噴砂が多く，直接基礎の建物が傾く場合あり

35 以上 非常に激しい液状化，大規模な噴砂と構造物の被害

（琵琶湖西岸断層帯）

（花折断層）
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図 1-1 震度予測図〔琵琶湖西岸断層帯地震：ケース１〕

★破壊開始点
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図 1-2 震度予測図〔琵琶湖西岸断層帯地震：ケース２〕

★破壊開始点
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図 1-3 震度予測図〔琵琶湖西岸断層帯地震：ケース３〕

★破壊開始点



36

図 1-4 震度予測図〔花折断層地震〕

★破壊開始点
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図 1-5 震度予測図〔東南海・南海地震〕（中央防災会議，2003）
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図 1-6 液状化予測図〔琵琶湖西岸断層帯地震：ケース１〕

（PL≧10 構造物に影響の出る可能性のある液状化が発生，PL≧20 激しい液状化）

★破壊開始点
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図 1-7 液状化予測図〔琵琶湖西岸断層帯地震：ケース２〕

（PL≧10 構造物に影響の出る可能性のある液状化が発生，PL≧20 激しい液状化）

★破壊開始点
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図 1-8 液状化予測図〔琵琶湖西岸断層帯地震：ケース３〕

（PL≧10 構造物に影響の出る可能性のある液状化が発生，PL≧20 激しい液状化）

★破壊開始点
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図 1-9 液状化予測図〔花折断層地震〕

（PL≧10 構造物に影響の出る可能性のある液状化が発生，PL≧20 激しい液状化）

★破壊開始点
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図 1-10 液状化予測図〔東南海・南海地震〕

（PL≧10 構造物に影響の出る可能性のある液状化が発生，PL≧20 激しい液状化）
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第７節 地震調査研究推進本部の長期評価

地震調査研究推進本部（事務局：文部科学省）は、平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災の教訓

（地震調査研究の成果が国民や防災を担当する機関に十分に伝達され活用される体制になっていなかっ

た）を踏まえ、行政施策に直結すべき地震調査研究の責任体制を明らかにし、これを政府として一元的に

推進するため、同年７月、「地震防災対策特別措置法」に基づき設置された政府の特別の機関である。

現在、各地域の地震防災対策の基礎資料とするため、全国１１０の主要断層帯および南海トラフ沿い等

の海域の大規模地震等についての学術的な観点からの評価を順次行っており、これまで、本県に関する７

つの活断層についての評価が公表されている。

第１ 公表された県内活断層および南海トラフの概要

１ 花折断層帯(58km)

北部、中部：花折断層

南部：銀閣寺-南禅寺（断層）、桃山断層、黄檗（おうばく）断層群、花山-勧修寺（かざん-

かんしゅうじ）断層

(注１) (注２) (注３)

項 目 将来の地震発生確率 地震の規模 地震後経過率 集積確率 信頼度

今後 ３０年以内 ほぼ０％－０．６％

今後 ５０年以内 ほぼ０％－ １％

今後１００年以内 ほぼ０％－ ２％

今後３００年以内 ほぼ０％－ ７％

中南部

Ｍ７．３

程度

（注４）

０．２－

０．７

ほぼ０％－

６％

ｂ

２ 琵琶湖西岸断層帯(59km)

（１）琵琶湖西岸断層帯北部(23km)

知内(ちない)断層、饗庭野(あいばの)断層、上寺(かみでら)断層、勝野断層など

項 目 将来の地震発生確率 地震の規模 地震後経過率 集積確率 信頼度

今後 ３０年以内 １ ％－ ３％

今後 ５０年以内 ２ ％－ ５％

今後１００年以内 ４ ％－１０％

今後３００年以内 １０ ％－３０％

Ｍ７．１

程度 －

＊発生確率は

ポアソン過程

による。

ｄ

(２) 琵琶湖西岸断層帯南部(38km)

西岸湖底断層、比良（ひら）断層、堅田(かたた)断層、比叡(ひえい)断層、膳所(ぜぜ)断層など

項 目 将来の地震発生確率 地震の規模 地震後経過率 集積確率 信頼度

今後 ３０年以内

今後 ５０年以内

今後１００年以内

今後３００年以内

ほぼ０％

Ｍ７．５

程度

＊ 全体

M7.8程度

０．１－

０．２

ほぼ０％ c

３ 湖北山地断層帯

（１）湖北山地断層帯北西部(25km)：敦賀断層、深山寺断層、三国山北方断層、赤坂山西方断層

項 目 将来の地震発生確率 地震の規模 地震後経過率 集積確率 信頼度

今後 ３０年以内 ほぼ０％

今後 ５０年以内 ほぼ０％

今後１００年以内 ほぼ０％－０．０１％

今後３００年以内 ほぼ０％－０．０３％

Ｍ７．２

程度

０．２－

０．３

ほぼ０％ ｄ



44

（２）湖北山地断層帯南東部(16km)：駄口(だぐち)断層、路原(ちはら)断層、在原(ありはら)断層、

赤坂山東方断層、マキノ断層

項 目 将来の地震発生確率 地震の規模 地震後経過率 集積確率 信頼度

今後 ３０年以内 ほぼ０％

今後 ５０年以内 ほぼ０％

今後１００年以内 ほぼ０％

今後３００年以内 ほぼ０％

Ｍ６．８

程度

０．０４－

０．０９

ほぼ０％ ｂ

４ 野坂・集福寺断層帯

（１）野坂断層帯(31km)：Ｂ断層系、野坂断層、野坂南方断層

項 目 将来の地震発生確率 地震の規模 地震後経過率 集積確率 信頼度

今後 ３０年以内 ほぼ０％

もしくはそれ以上

今後 ５０年以内 ほぼ０％

もしくはそれ以上

今後１００年以内 ほぼ０％

もしくはそれ以上

今後３００年以内 ほぼ０％

もしくはそれ以上

Ｍ７．３

程度

０．０４－

０．１

もしくはそれ

以上

ほぼ０％もし

くはそれ以上 ｂ

（２）集福寺断層は、長さが 10km であり、単独では地震調査研究推進本部(1997)の基準を満たしておら

ず、過去の活動に関する資料もほとんど得られていないため、ここでは、詳細な評価は行わないこと

としている。

５ 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯

（１）柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部（約 100km）

北部：鮎川断層群、甲楽城（かぶらぎ）断層、山中断層

中部：柳ヶ瀬（やながせ）断層

南部：柳ヶ瀬断層、鍛冶屋（かじや）断層、醍醐（だいご）断層、大清水（おおしみず）断層

関ヶ原（せきがはら）断層、門前（もんぜん）断層

項

目

今後３０年

以内の将来の

地震発生確率

最新活動

時期

平均的な

活動間隔
地震の規模

地震後

経過率
集積確率 信頼度

北

部
ほぼ０％

約300～

400年前

約2300～

2700年
Ｍ7.6程度 0.1-0.2 ほぼ０％ ｂ

中

部
求められない

約7000～

7200年前
不明 Ｍ6.6程度

Ｍ7.8

程度
－ － －

南

部
求められない

約500～

4900年前
不明 Ｍ7.6程度

Ｍ7.8

程度

Ｍ8.2

程度

－ － －

（２）浦底－柳ヶ瀬山断層帯（25km）：浦底（うらぞこ）断層、ウツロギ峠（断層）、

池河内（いけのごうち）断層、柳ヶ瀬山（やながせやま）断層

ア 将来の地震発生確率：過去の活動履歴に関する資料が得られていないため、不明

イ 地震の規模：Ｍ７．２程度

６ 鈴鹿西縁断層帯（約 44km）

仏生寺（ぶっしょうじ）断層、彦根断層、常安寺断層、斧磨（よきとぎ）断層、

百済寺（ひゃくさいじ）断層、甲津畑断層、綿向山（わたむきやま）断層、鎌掛（かいがけ）断層、

瀬の音断層、黒滝断層
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項 目 将来の地震発生確率

※

地震の規模 地震後経過率 集積確率 信頼度

今後 ３０年以内 ０．０８－０．２％

今後 ５０年以内 ０．１ －０．３％

今後１００年以内 ０．３ －０．６％

今後３００年以内 ０．８ － ２％

Ｍ７．６程度 － － ｄ

※鈴鹿西縁断層帯の将来の地震発生確率は、最新活動時期が不明のため、通常の活断層評価で用いている

更新過程（地震の発生確率が時間とともに変動するモデル）により長期確率を求めることができないので、

平均活動間隔をもとにポアソン過程（地震の発生時期に規則性を考えないモデル）で推測している。

７ 頓宮断層（約 31km）

項 目 将来の地震発生確率 地震の規模 地震後経過率 集積確率 信頼度

今後 ３０年以内 １％以下

今後 ５０年以内 ２％以下

今後１００年以内 ４％以下

今後３００年以内 １０％以下

Ｍ７．３程度 １．０以下
５０％以

下
ｃ

注１ 地震後経過率とは、最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均活動間隔で割

った値。

注２ 集積確率とは、前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているはずの確率。

注３ 信頼度は、信頼できるデータの充足性から、評価の確からしさを相対的にａ：高い、ｂ：中程度、

ｃ：やや低い、ｄ：低いの４段階にランク分けしたもの。

注４ 花折断層帯は、少なくとも北部と中南部の２つの区間で活動すると推定されるが、その他の組み合

わせや断層全体の活動の可能性も否定できず、あらゆる想定についての発生確率を求めることができ

ているわけではない。

８ 南海トラフ

（１）南海地震 （注１）

項 目 将来の地震発生確率 地震の規模 地震後経過率

今後 １０年以内 １０～２０％

今後 ３０年以内 ６０％程度

今後 ５０年以内 ９０％程度

Ｍ８．４前後

※東南海地震と同時発生し

た場合にはＭ８．５前後

０．７１

（２）東南海地震

項 目 将来の地震発生確率 地震の規模 地震後経過率

今後 １０年以内 ２０％程度

今後 ３０年以内 ７０％程度

今後 ５０年以内
９０％程度もしくはそれ

以上

Ｍ８．１前後

※南海地震と同時発生した

場合にはＭ８．５前後

０．７６

注１ 地震発生確率の算定基準日は、２０１１年１月１日現在。
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第２ 花折断層帯の長期評価 （平成 15 年 3 月 12 日 地震調査研究推進本部地震調査委員会）

三方・花折（みかた・はなおれ）断層帯は、若狭湾から京都盆地南東部に至る活断層帯である。ここで

は、平成８－12 年度の地質調査所(現：産業技術総合研究所)による調査や平成９、10 年度の京都市による

調査をはじめ、これまでに行われた調査研究成果に基づいて、この断層帯の特性を次のように評価した。

なお、本評価の範囲には、地震調査研究推進本部（1997）による京都盆地－奈良盆地断層帯の北部も含

むものとする。

１ 花折断層帯の位置及び形状

花折断層帯は、滋賀県高島郡今津（いまづ）町から京都市を経て京都府宇治市に至る断層帯であり、京

都盆地－奈良盆地断層帯北部を含む。全体として長さは約 58km で、北北東－南南西方向に延びているが、

断層のずれの種類及び過去の活動時期から、断層帯北端の今津町から花折峠付近までの北部、花折峠付近か

ら京都市左京区南部までの中部、及び京都市左京区南部から断層帯南端の宇治市に至る南部の３つの区間に

細分される。北部と中部は右横ずれを主体とする横ずれ断層であり、南部は断層の東側が西側に対して相対

的に隆起する逆断層である（図１、２および表１）。

２ 断層帯の過去の活動

花折断層帯は、過去の活動履歴などから、北部、中部、南部の３つに区分される。

花折断層帯北部の最新活動は 15－17 世紀と推定される。1662 年（寛文２年）の地震で三方断層帯ととも

に活動した可能性がある。しかし、その平均活動間隔は不明である(表１)。

花折断層帯中部の最新活動時期は約２千８百年前以後、６世紀（約１千４百年前）以前であったと推定さ

れる。本区間の平均活動間隔は約４千２百－６千５百年であった可能性がある（表１）。

花折断層帯南部では過去の活動時期に関する資料は得られていない。しかし、断層は中部区間とほぼ連続

することから、最新活動時期、平均活動間隔ともに中部と同じであった可能性がある（表１）。

３ 断層帯の将来の活動

花折断層帯は、最新活動と同様に少なくとも２つの区間に分かれて活動すると推定されるが、それ以上

の区間に分かれる可能性もある。北部と、中部・南部を合わせた区間（以下、中南部とする）の２つに分か

れて活動する場合、北部ではマグニチュード 7.2 程度の地震が発生し、その際には２－５m 程度の横ずれが

生じると推定される。中南部ではマグニチュード 7.3 程度の地震が発生し、中部では２－５m 程度の横ずれ

が生じると推定されるが、南部のずれの量は不明である。

また、中部と南部が別々に活動する場合は、それぞれマグニチュード 7.0、マグニチュード 6.8 程度の地

震が発生すると推定される。

中南部の最新活動後の経過率及び将来このような地震が発生する長期確率は表２に示すとおりである。

北部は平均活動間隔が不明なため、将来の地震発生確率を求めることはできない（注１）。中部と南部が

別々に活動する場合の中部の経過率及び将来の地震発生確率は、中部が南部と同時に活動する場合と同じで

ある。一方、南部が単独で活動する場合の経過率及び地震発生確率は不明である。本評価で得られた地震発

生の長期確率には幅があるが、その最大値をとると、花折断層帯中南部は、今後 30 年の間に地震が発生す

る可能性が、我が国の主な活断層の中ではやや高いグループに属することになる（注２、３）

４ 今後に向けて

花折断層帯の中部と南部は別々に活動する可能性もあるが、南部については過去の活動に関する資料はほ

とんど得られていない。このため、南部の過去の活動に関する資料を得る必要がある。また、北部は平均活

動間隔が不明であり、中部で得られた平均活動間隔も信頼度が高いとはいえない。したがって、それぞれの

区間において過去の活動に関するより一層の資料を得る必要がある。また、北部と中部の境界位置について

も明らかにする必要がある。

花折断層帯の東側には琵琶湖西岸断層帯が分布しており、特に南部では数 km の間隔で近接する。花折断

層帯の一部と琵琶湖西岸断層帯との活動に関連がある可能性もあり、両断層帯の地下の断層面の形状等を明

らかにする必要がある。
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図１ 位置概略図
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図２ 位置図
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表１ 花折断層帯の特性

項 目 特 性 信頼度

(注４)

根 拠

（注５）

１．断層帯の位

置・形状

(1)花折断層

帯を構成す

る断層

北部、中部：花折断層

南部：銀閣寺－南禅寺（断層）、桃山断層、

黄檗（おうばく）断層群、花山－勧修寺

（かざん－かんしゅうじ）断層

文献 10 による。

（注 10）

(2)断層帯の

位置･形状

地表における断層帯の位置・形状

断層帯の位置

全体：（北端）北緯 35°25′東経 135°57′

（南端）北緯 34゜53′東経 135゜49′

北部：（北端）北緯 35°25′東経 135°57′

（南端）北緯 35°11′東経 135°52′

中部：（北端）北緯 35°11′東経 135°52′

（南端）北緯 35°01′東経 135°47′

南部：（北端）北緯 35°02′東経 135°48′

（南端）北緯 34°53′東経 135°49′

長さ 全体：約 58km

北部：約 26km

中部：約 20km

南部：約 15km

地下における断層帯の位置・形状

長さ及び上端の位置 地表での長さ・位置と同じ

上端の深さ 北部、南部とも０km

一般走向 全体：Ｎ10°Ｅ

北部：Ｎ20°Ｅ

中部：Ｎ20°Ｅ

南部：Ｎ－Ｓ

傾斜 北部：ほぼ垂直（地表近傍）

中部：ほぼ垂直（地表近傍）

南部

（桃山断層）：東傾斜 50°程度

（地下 200m 以浅）

（黄檗断層群）：東傾斜 25－55°程度

（地下 100-300m 以浅）

（花山－勧修寺断層）：西傾斜

幅 北部 ：約 15－20km

中部 ：約 15－20km

南部 ：約 20－45km

◎

◎

◎

△

△

◎

◎

◎

◎

△

△

○

○

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

△

△

◎

△

△

△

文献 10 による。数値は

図２から計測。形状は図

２を参照。

（注 11）

上端の深さが０km である

ことから推定。

一般走向は断層帯の両端

を直線で結んだ方向（図

２参照）。

傾斜は、文献４、７など

に示された反射法弾性波

探査結果から推定。

幅は、断層面の傾斜と地

震発生層の下限の深さか

ら推定。

(3) 断層のず

れの向きと

種類

北部：右横ずれ断層

中部：右横ずれ断層

（東側隆起の上下成分を伴う）

南部：東側隆起の逆断層

（花山－勧修寺断層は西側隆起の逆断層）

◎

◎

◎

◎

文献３、10 などに示され

た変位地形・地質構造、

反射法弾性波探査結果に

よる。
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２．断層帯の過

去の活動

(1)平均的な

ずれの速

度

北部：不明

中部：不明

南部：0.3m/千年（上下成分） △

南部のずれの速度は文献

10 に示されたずれの量を

もとに推定

(2)過去の活

動時期

北部：活動１（最新活動）：

1662 年（寛文２年の）地震

（トレンチ調査に基づくと 15－17 世紀）

中部：活動１（最新活動）：

約２千８百年前以後、６世紀（約１千４百

年前）以前

活動２（一つ前の活動）：

約７千９百年前以後、約７千年前以前

南部：活動１、活動２ともに中部と同じ

（中部とは別であった可能性もある）

△

○

○

○

△

文献 11、12 などに示さ

れた資料から推定。

(3)１回のず

れの量と平

均活動間隔

１回のずれの量

北部：２－５m 程度（右横ずれ成分）

中部：２－５m 程度（右横ずれ成分）

南部：不明

平均活動間隔

北部：不明

中部：約４千２百－６千５百年

南部：中部と同じ

（中部とは別であった可能性もある）

○

○

△

△

北部の１回のずれの量は

文献 11 による。中部の

１回のずれの量は文献 12

による。中部の平均活動

間隔は過去の活動時期か

ら推定。南部の平均活動

間隔は中部と同じと推

定。

(4)過去の活

動区間

少なくとも北部と、中南部の２区間

（中部と南部は別々に活動した可能性もある）

○ 過去の活動時期から推定

３．断層帯の将

来の活動

(1) 将来の活

動区間及

び活動時

の地震の

規模

活動区間

少なくとも２区間

（過去の活動区間と同じ）。

中部と南部が別々に活動する可能性もある。

地震の規模及びずれの量

北部 ：地震規模マグニチュード 7.2 程度

ずれの量 ２－５m 程度

中南部：地震規模マグニチュード 7.3 程度

ずれの量 中部 ２－５m程度

南部 不明

中部が単独で活動する場合：

マグニチュード 7.0 程度

南部が単独で活動する場合：

マグニチュード 6.8 程度

○

○

○

○

○

○

○

過去の活動などから推定

断層の長さから推定。
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表２ 花折断層帯（中南部）の将来の地震発生確率等

項 目 将来の地震発生確率等

(注６)

信頼度

(注７)

備 考

地震後経過率（注８）

今後 30 年以内の地震発生確率

今後 50 年以内の地震発生確率

今後 100 年以内の地震発生確率

今後 300 年以内の地震発生確率

集積確率（注９）

0.2 － 0.7

ほぼ０% － 0.6%

ほぼ０% － １%

ほぼ０% － ２%

ほぼ０% － ７%

ほぼ０% － ６%

ｂ

発生確率及び集積確

率は文献１による。

注１：花折断層帯北部の将来の地震発生確率は不明であるが、最新活動後、評価時点までの経過時間は３百

年余りで、通常の活断層の平均活動間隔と比べると経過時間は短いと考えられることから、近い将来

の地震発生の可能性は低いと考えられる。

注２：我が国の陸域及び沿岸域の主要な 98 の活断層帯のうち、2001 年４月時点で調査結果が公表されてい

るものについて、その資料を用いて今後 30 年間に地震が発生する確率を試算すると概ね以下のよう

になると推定される。

98 断層帯のうち約半数の断層帯：30 年確率の最大値が 0.1%未満

98 断層帯のうち約 1/4 の断層帯：30 年確率の最大値が 0.1%以上－３%未満

98 断層帯のうち約 1/4 の断層帯：30 年確率の最大値が３%以上

（いずれも 2001 年４月時点での推定。確率の試算値に幅がある場合はその最大値を採用。）

この統計資料を踏まえ、地震調査委員会の活断層評価では、次のような相対的な評価を盛り込むこと

としている。

今後 30 年間の地震発生確率(最大値)が３%以上の場合：

「本断層帯は、今後 30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中では高いグル

ープに属することになる」

今後 30 年間の地震発生確率(最大値)が 0.1%以上－３%未満の場合：

「本断層帯は、今後 30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中ではやや高い

グループに属することになる」

注３：1995 年兵庫県南部地震、1858 年飛越地震及び 1847 年善光寺地震の地震発生直前における 30 年確率

及び集積確率（このうち、1995 年兵庫県南部地震、1858 年飛越地震については「長期的な地震発生

確率の評価手法について」（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2001）による暫定値）は以下の

とおりである。

地震名 活動した活断層

地震発生直前

の 30 年確率

(%)

地震発生直前

の 集 積 確 率

(%)

断層の平均

活動間隔

(千年)

1995 年兵庫県南部地震

（Ｍ7.3）

野島断層

(兵庫県)

0.4%－８% ２%－80% 約 1.8－

約 3.0

1858 年飛越地震

（Ｍ7.0－7.1）

跡津川断層

(岐阜県・富山県)

ほぼ０%

－10%

ほぼ０%－

90%より大

約 1.9－

約 3.3

1847 年善光寺地震

（Ｍ7.4）

長野盆地西縁断層帯

(長野県)

ほぼ０%

－20%

ほぼ０%－

90%より大

約 0.8－

約 2.5

「長期的な地震発生確率の評価手法について」に示されているように、地震発生確率は前回の地震後、

十分長い時間が経過しても 100％とはならない。その最大値は平均活動間隔に依存し、平均活動間隔

が長いほど最大値は小さくなる。平均活動間隔が２千年の場合は 30 年確率の最大値は 10%程度、５千

年の場合は５%程度である。

注４：信頼度は、特性欄に記載されたデータの相対的な信頼性を表すもので、記号の意味は次のとおり。

◎：高い、○：中程度、△：低い

注５：文献については、本文末尾に示す以下の文献。

文献１：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001）
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文献２：海上保安庁（1980）

文献３：活断層研究会（1991）

文献４：小泉ほか（2002）

文献５：小松原ほか(1999)

文献６：小松原ほか（2000）

文献７：京都市（1999b）

文献８：水野ほか（1999）

文献９：岡田（1984）

文献 10：岡田・東郷編（2000）

文献 11：吉岡ほか（1998）

文献 12：吉岡ほか（2001）

注６：評価時点はすべて 2003 年１月１日現在。「ほぼ０%」は 10-3%未満の確率値を示す。なお、計算に当

たって用いた平均活動間隔の信頼度は低い（△）ことに留意されたい。

注７：地震後経過率、発生確率及び現在までの集積確率（以下､発生確率等）の信頼度は、評価に用いた信

頼できるデータの充足性から、評価の確からしさを相対的にランク分けしたもので、a から d の４段

階で表す。各ランクの一般的な意味は次のとおりである。

a：（信頼度が）高い b：中程度 c：やや低い d：低い

発生確率等の評価の信頼度は、これらを求めるために使用した過去の活動に関するデータの信頼度に

依存する。信頼度ランクの具体的な意味は以下のとおりである。分類の詳細については付表を参照の

こと。なお、発生確率等の評価の信頼度は、地震発生の切迫度を表すのではなく、発生確率等の値の

確からしさを表すことに注意する必要がある。

発生確率等の評価の信頼度

ａ：過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が比較的高く、これを用いて求めた発生確率

等の値の信頼性が高い。

ｂ：過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が中程度で、これを用いて求めた発生確率等

の値の信頼性が中程度。

ｃ：過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が低く、これを用いて求めた発生確率等の値

の信頼性がやや低い。

ｄ：過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が非常に低く、これを用いて求めた発生確率

等の値の信頼度が低い。このため、今後の新しい知見により値が大きく変わる可能性が高い。

または、最新活動時期のデータが得られていないため、現時点における確率値が推定できず、

単に長期間の平均値を確率としている。

注８：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均活動間隔で割った値。最新の地震発

生時期から評価時点までの経過時間が、平均活動間隔に達すると 1.0 となる。今回の評価の数字で、三

方断層帯の場合、0.05 は 300 年を 6300 年で割った値であり、0.08 は 300 年を 3800 年で割った値。

注９：前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているはずの確率。

注 10：文献８によれば、黄檗（おうばく）断層群は小野－醍醐（おの－だいご）断層、御蔵山（おぐらや

ま）断層、南山断層、菟道（とどう）断層からなる。

注 11：中部と南部の境界付近は断層が雁行しているため、各区間の長さの和は全体の長さより大きくなる。
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第３ 琵琶湖西岸断層帯の評価(平成 21年 8月 27 日地震調査研究推進本部地震調査委員会一部改訂)

琵琶湖西岸断層帯は、近江盆地の西縁に沿って延びる活断層帯である。ここでは、平成８－13 年度及び

18 年度に産業技術総合研究所（平成12 年度までは地質調査所）によって行われた調査をはじめ、これまで

に行われた調査研究成果に基づいて、この断層帯の特性を次のように評価した。※

※ 琵琶湖西岸断層帯については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2003a）により、それまでに

行われていた調査研究に基づいた長期評価が公表されているが、産業技術総合研究所（2007）等によっ

て新しい知見が得られたことから、今回再評価を行った。

１ 琵琶湖西岸断層帯の位置及び形状

琵琶湖西岸断層帯は、滋賀県高島市（旧マキノ町）から大津市国分付近に至る断層帯で、概ね南北方向

に延びる。本断層帯は過去の活動時期の違いから、断層帯北部と断層帯南部に区分される。断層帯北部は、

高島市に分布する断層であり、長さは約23km で、ほぼ南北方向に延びる（図１－１、図２及び表１）。

断層帯南部は、高島市南方（旧高島町付近）の琵琶湖西岸付近から大津市国分付近に至る断層であり、長

さは約38 km で、北北東－南南西方向に延びる（図１－１、図２及び表１）。断層帯全体としての長さは

約59km であり、断層の西側が東側に対して相対的に隆起する逆断層である（図１－１、図２及び表１）。

２ 断層帯の過去の活動

琵琶湖西岸断層帯北部の平均的な上下方向のずれの速度は、約1.8－2.1 m／千年の可能性がある。最新

活動時期は約２千８百年前以後、約２千４百年前以前で、活動時には断層の西側が東側に対して相対的に

２－５m 程度隆起した可能性がある（表１）。また、野外調査から直接得られたデータではないが、１回

のずれの量と平均的なずれの速度に基づくと、平均活動間隔は約１千－２千８百年であった可能性がある。

琵琶湖西岸断層帯南部の平均的な上下方向のずれの速度は、約 1.4 m／千年の可能性がある。最新活動

時期は 1185 年（元暦２年）の地震であった可能性があり、活動時には断層の西側が東側に対して相対的

に６－８m 程度隆起した可能性がある（表１）。また、平均活動間隔は約４千５百－６千年であった可能

性がある。

３ 断層帯の将来の活動

琵琶湖西岸断層帯は、過去の活動と同様に北部と南部の２つの区間に分かれて活動すると推定されるが、

断層帯全体が１つの区間として同時に活動する可能性もある（表１）。

琵琶湖西岸断層帯北部では、全体が１つの区間として活動する場合、マグニチュード7.1 程度の地震が

発生すると推定され、その際に断層近傍の地表面では、断層の西側が東側に対して相対的に２－５m 程度

高まる段差や撓（たわ）みが生じる可能性がある（表１）。断層帯北部では、活動間隔の長さと比較して

最新活動時期からの経過時間が非常に長いため、通常の活断層評価とは異なる手法により地震発生の長期

確率を求めている。そのため、信頼度は低いが、将来このような地震が発生する長期確率は表２に示すと

おりとなる。本評価で得られた地震発生確率には幅があるが、その最大値をとると、断層帯北部は、今後

30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中では高いグループに属することになる

（注１、２、３）。

琵琶湖西岸断層帯南部では、全体が１つの区間として活動する場合、マグニチュード7.5 程度の地震が

発生すると推定され、その際に断層の近傍の地表面では、断層の西側が東側に対して相対的に６－８m 程

度高まる段差や撓みが生じる可能性がある（表１）。断層帯南部の最新活動後の経過率及び将来このよう

な地震が発生する長期確率は、表２に示すとおりである。

琵琶湖西岸断層帯全体が同時に１つの区間として活動する場合には、マグニチュード7.8 程度の地震が

発生すると推定される（表１）。断層帯全体が同時に活動する場合の確率は、断層帯南部が単独で活動す

る場合の確率を超えないものと考えられる。

４ 今後に向けて

今回の評価では、過去の活動時期の違いから断層帯を２つの活動区間に区分することができた。また、

琵琶湖西岸断層帯南部については、最新活動時期を特定することができた。しかしながら、琵琶湖西岸断

層帯北部については将来の地震発生確率を絞り込むまでには至らなかった。このため、断層帯北部に関し

ては、活動時期をさらに特定するための調査を行い、地震発生確率の信頼度を高める必要がある。

また、本断層帯とその西側を並走する三方・花折断層帯は、地下では一つの震源断層に収れんしている

と推定されるが、地下深部の断層面の位置・形状については明らかになっていない。さらに、過去の活動
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履歴からは、両断層帯は別々の時期に地表で変位を生じるような活動をしてきたと推定されるが、両断層

帯が同時に活動する可能性も否定できない。このため、地下の断層面の形状や周辺の断層帯との関係を明

らかにする必要がある（図１－２）。

図１ 位置概略図
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表１ 琵琶湖西岸断層帯の特性

項 目 特 性 信頼度

(注４)

根 拠

（注５）

１．断層帯の位

置・形状

(1) 琵琶湖西

岸断層帯を

構成する断

層

北部： 知内（ちない）断層、饗庭野（あいばの）

断層、上寺（かみでら）断層、勝野断層など

南部： 西岸湖底断層、比良（ひら）断層、堅田

（かたた）断層、比叡（ひえい）断層、膳所

（ぜぜ）断層など

文献９による。

(2) 断層 帯の

位置･形状

地表における断層帯の位置・形状

断層帯の位置

北部：（北端）北緯35°29′東経136°02′

（南端）北緯35°17′東経136°01′

南部：（北端）北緯35°17′東経136°03′

（南端）北緯34°58′東経135°54′

全体：（北端）北緯35°29′東経136°02′

（南端）北緯34°58′東経135°54′

長さ

北部：約23 km

南部：約38 km

全体：約59 km

地下における断層面の位置・形状

長さ及び上端の位置

地表での長さ・位置と同じ

上端の深さ

０km

一般走向

北部：N－S

南部：N20°E

全体：N10°E

傾斜

北部：西傾斜

南部：西傾斜

（地下約３km までは40°、約３－５km までは

35°、約５km 以深は不明）

幅

北部：不明

南部：不明

◎

○

○

◎

◎

◎

○

○

◎

○

◎

○

○

◎

◎

◎

○

文献５、７、12 による。

位置及び長さは図２から計

測。

上端の深さが０ kmである

ことから推定。

一般走向は断層帯の北端と

南端を直線で結んだ方向

（図２参照）。

傾斜は、文献３、６、11、

13 に示されたトレンチ調

査、反射法弾性波探査結果

などから推定。

地震発生層の下限の深さは

北部で約 15km 程度、南部

で約 15－20 km。

(3) 断層 のず

れの向きと

種類

北部： 西側隆起の逆断層

南部： 西側隆起の逆断層

◎

◎

文献２､３､14 などに示され

た地形、地質の特徴によ

る。

２．断層帯の過去

の活動

(1)平均的な

ずれの速度

北部：約1.8－2.1 m／千年（上下成分）

南部：約 1.4 m／千年（上下成分）

△

△

文献４による。

文献４による。
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(2) 過去 の活

動時期

北部：

活動１（最新活動）

約２千８百年前以後、約２千４百年前以前

（注６）

活動２

約９千３百年前以後、約７千６百年前以前に少

なくとも１回の活動

南部：

活動１（最新活動）

1185 年（元暦２年）の地震

（地形地質調査では11 世紀以後、12 世紀以前）

活動２

約１万６千年前以後、約４千年前以前に少なく

とも１回の活動

△

○

△

△

△

文献３に示された資料から

推定。

説明文参照。

文献８、10、15 に示され

た資料から推定。

説明文参照。

(3) １回 のず

れの量と平

均活動間隔

１回のずれの量

北部：

２－５m 程度（上下成分）（注６）

南部：

６－８m 程度（上下成分）

平均活動間隔

北部： 約１千－２千８百年（注６）

南部： 約４千５百－６千年

△

△

△

△

文献３及び断層の長さから

推定。

平均的なずれの速度と平均

活動間隔から推定。

平均的なずれの速度と１回

のずれの量から推定。

過去の活動から推定。

説明文２．２（４）参照。

(4)過去の活

動区間

北部と南部の 2 区間 ○ 過去の活動から推定

３．断層帯の将来

の活動

(1) 将来 の活

動区間及び

地震の規模

活動区間

北部と南部の２区間

断層帯全体が同時に活動する可能性もある

地震の規模

北部：マグニチュード7.1 程度

南部：マグニチュード7.5 程度

全体：マグニチュード7.8 程度

ずれの量

北部：２－５m 程度（上下成分）（注６）

南部：６－８m 程度（上下成分）

○

○

○

○

△

△

過去の活動から推定。

断層の長さから推定。

過去の活動から推定。

表２ 将来の地震発生確率等（北部はポアソン過程を適用）

項 目 将来の地震発生確率等

（注８）

信頼度

(注９)

備 考

＜北部＞（注６、７）

今後 30 年以内の地震発生確率

今後 50 年以内の地震発生確率

今後 100 年以内の地震発生確率

今後 300 年以内の地震発生確率

１％－３％

２％－５％

４％－10％

10％－30％

d

北部の発生確率

はポアソン過程

による。
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＜南部＞

地震後経過率（注 10）

今後 30 年以内の地震発生確率

今後 50 年以内の地震発生確率

今後 100 年以内の地震発生確率

今後 300 年以内の地震発生確率

集積確率（注 11）

0.1－0.2

ほぼ０％

ほぼ０％

ほぼ０％

ほぼ０％

ほぼ０％

c

発生確率及び集

積確率は文献１

による。

注１： 琵琶湖西岸断層帯北部では、活動間隔の長さと比較して最新活動時期からの経過時間が非常に長い

ため、通常の活断層評価で用いている更新過程（地震の発生確率が時間とともに変動するモデル）を

適用せず、特殊な更新過程であるポアソン過程（地震の発生時期に規則性を与えないモデル）を適用

して地震発生確率を求めた。ポアソン過程を用いたため、地震発生の確率はいつの時点でも同じであ

り、本来時間と共に変化する確率の「平均的なもの」になっていることに注意する必要がある。なお、

グループ分けは、通常の手法を用いた場合の全国の主な活断層のグループ分け（注２参照）と同じし

きい値を使用して行った。

注２： 地震調査委員会の活断層評価では、将来の活動区間が単独で活動した場合の今後30 年間の地震発

生確率について、次のような相対的な評価を盛り込むこととしている。

今後30 年間の地震発生確率（最大値）が3 %以上の場合：

「本断層帯は、今後30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中では高いグ

ループに属することになる」

今後30 年間の地震発生確率（最大値）が0.1%以上－3 %未満の場合：

「本断層帯は、今後30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中ではやや高

いグループに属することになる」

なお、2005 年4 月時点でひととおり評価を終えた98 の主要活断層帯のうち、最新活動時期が判明

しており、通常の活断層評価で用いている更新過程（地震の発生確率が時間とともに変動するモデ

ル）により地震発生の長期確率を求めたものについては、将来の活動区間が単独で活動した場合の今

後30 年間に地震が発生する確率の割合は以下のとおりになっている。

30 年確率の最大値が0.1%未満 ： 約半数

30 年確率の最大値が0.1%以上－3 %未満 ： 約1/4

30 年確率の最大値が3 %以上 ： 約1/4

（いずれも2005 年4 月時点での算定。確率の評価値に幅がある場合はその最大値を採用。）

注３： 1995 年兵庫県南部地震、1858 年飛越地震及び1847 年善光寺地震の地震発生直前における30年確

率と集積確率は以下のとおりである。

地震名 活動した活断層 地震発生直前

の 30 年確率

(%)

地震発生直前

の 集 積 確 率

(%)

断層の平均活

動間隔(千年)

1995 年兵庫県南部地震

（Ｍ7.3）

六甲・淡路島断層帯

主部

淡路島西岸区間

「野島断層を含む区

間」

（兵庫県）

0.02 %－8 % 0.06 %－80 % 約 1.7－約 3.5

1858 年飛越地震

（Ｍ7.0－7.1）

跡津川断層帯

(岐阜県・富山県)

ほ ぼ 0 % －

13 %

ほぼ０%－90%

より大

約 1.7－約 3.6

1847 年善光寺地震

（Ｍ7.4）

長野盆地西縁断層帯

(長野県)

ほ ぼ 0 ％ －

20%

ほぼ 0%－90%

より大

約 0.8－約 2.5

「長期的な地震発生確率の評価手法について」（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2001）に

示されているように、地震発生確率は前回の地震後、十分長い時間が経過しても100%とはならない。そ

の最大値は平均活動間隔に依存し､平均活動間隔が長いほど最大値は小さくなる。平均活動間隔が４千

５百年の場合は30 年確率の最大値は６％程度、６千年の場合は４％程度である。
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注４： 信頼度は、特性欄に記載されたデータの相対的な信頼性を表すもので、記号の意味は次のとおり。

◎：高い、○：中程度、△：低い

注５： 文献については、本文末尾に示す以下の文献。

文献１：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001）

文献２：小松原ほか（1998b）

文献３：小松原ほか（1999）

文献４：小松原（2006）

文献５：宮内ほか（2005）

文献６：文部科学省研究開発局ほか（2007）

文献７：中田・今泉編（2002）

文献８：西山（2000）

文献９：岡田・東郷編（2000）

文献10：産業技術総合研究所（2007）

文献11：滋賀国道事務所（2004）

文献12：堤ほか（2005）

文献13：戸田ほか（1996）

文献14：東郷（1971）

文献15：宇佐美（2003）

注６： この評価では、琵琶湖西岸断層帯北部の最新活動時期を約２千８百年前以後、約２千４百年前以前

と評価したが、７世紀中葉以降に活動しているとする考えもある。この考えに従うと、約２－５m と

評価した１回の活動に伴う上下方向のずれの量は活動２回分のずれの量となり、平均活動間隔も約５

百－１千４百年と大幅に短くなる。このため、将来の地震発生確率も表２に示した数値とは異なるこ

ととなり、今後30 年以内、50 年以内、100 年以内、300 年以内の地震発生確率は、それぞれ２％－

６％、４％－10％、７％－20％、20％－50％となる。以上のようにこの考えに従うと発生確率は幅が

さらに大きくなり、最大値が大きくなることに注意が必要である。なお、このような考え方の根拠に

ついては説明文を参照のこと。

注７： 琵琶湖西岸断層帯北部は、活動間隔の長さと比較して最新活動時期からの経過時間が非常に長いた

め、長期間の確率の平均値を示した。最新活動時期によってはこの値より大きく、または小さくなる。

なお、断層帯北部は平均活動間隔が約１千－２千８百年、最新活動時期は約２千８百年前以後、約２

千４百年前以前と求められているので、通常の手法による30 年確率のとり得る範囲は３％－20％と

なる。

注８： 評価時点はすべて2009 年１月１日現在。「ほぼ０％」は10-3％未満の確率値を示す。なお、計算

に当たって用いた平均活動間隔の信頼度は低い（△）ことに留意されたい。

注９： 地震後経過率、発生確率及び現在までの集積確率（以下､発生確率等）の信頼度は、評価に用いた

信頼できるデータの充足性から、評価の確からしさを相対的にランク分けしたもので、a からd の４

段階で表す。各ランクの一般的な意味は次のとおりである。

a：（信頼度が）高い b：中程度 c：やや低い d：低い

発生確率等の評価の信頼度は、これらを求めるために使用した過去の活動に関するデータの信頼度

に依存する。信頼度ランクの具体的な意味は以下のとおりである。分類の詳細については付表を参照

のこと。なお、発生確率等の評価の信頼度は、地震発生の切迫度を表すのではなく、発生確率等の値

の確からしさを表すことに注意する必要がある。

発生確率等の評価の信頼度

ａ： 過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が比較的高く、これを用いて求めた発生確

率等の値の信頼性が高い。

ｂ： 過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が中程度で、これを用いて求めた発生確率

等の値の信頼性が中程度。

ｃ： 過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が低く、これを用いて求めた発生確率等の

値の信頼性がやや低い。

ｄ： 過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が非常に低く、これを用いて求めた発生確

率等の値の信頼性が低い。このため、今後の新しい知見により値が大きく変わる可能性が高

い。または、最新活動時期のデータが得られていないため、現時点における確率値が推定で

きず、単に長期間の平均値を確率としている。

注10： 最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均活動間隔で割った値。最新の地震

発生時期から評価時点までの経過時間が、平均活動間隔に達すると1.0 となる。今回の評価の数字の
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うち、琵琶湖西岸断層帯南部の0.1 は824 年を6000 年で割った値であり、0.2 は824年を4500 年で

割った値である。

注 11： 前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているはずの確率。
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第４ 湖北山地断層帯の評価 （平成 15 年 6 月 11 日 地震調査研究推進本部 地震調査委員会）

湖北山地断層帯は、敦賀平野東部から琵琶湖北方の野坂山地（湖北山地ともいう）にかけて分布する活断

層帯である。ここでは、平成８－10 年度に地質調査所（現：産業技術総合研究所）によって行われた調査

をはじめ、これまでに行われた調査研究成果に基づいて、この断層帯の諸特性を次のように評価した。

１ 湖北山地断層帯の位置及び形状

湖北山地断層帯は北西部と南東部に二つに区分される。

断層帯北西部は、福井県敦賀市から滋賀県高島市今津町に至る断層帯である。長さは約 25km で、概ね北

東－南西方向に延びており、右横ずれかつ南東側が相対的に隆起する逆断層である。この付近では野坂・集

福寺断層帯が概ね北西－南東方向に延びており、湖北山地断層帯北西部はこれを野坂断層帯と集福寺断層に

二分している（図１、２、表１）。

断層帯南東部は、敦賀市南部の滋賀県境付近から高島市今津町に至る断層帯である。長さは約 16km で、

概ね北東－南西方向にいくつかの断層がほぼ並走して延びており、右横ずれを主体とする断層である(図１、

２、表３)。

２ 断層帯の過去の活動

（１）断層帯北西部

断層帯北西部の最新活動時期は 11－14 世紀と推定され、その平均的な活動間隔は約３千－４千年で

あった可能性がある（表１）。

（２）断層帯南東部

断層帯南東部の最新活動時期は 15－17 世紀と推定され、その平均的な活動間隔は概ね７千年程度で

あった可能性がある（表３）。

３ 断層帯の将来の活動

（１）断層帯北西部

断層帯北西部では、全体が一つの区間として活動し、マグニチュード 7.2 程度の地震が発生すると推

定される。この場合、２m 程度の右横ずれと断層の南東側が北西側に対して高まる段差が生じる可能性

がある（表１）。本断層帯の最新活動後の経過率及び将来このような地震が発生する長期確率は、表２

に示すとおりである。

（２）断層帯南東部

断層帯南東部では、全体が一つの区間として活動し、マグニチュード 6.8 程度の地震が発生すると推

定される（表３）。本断層帯の最新活動後の経過率及び将来このような地震が発生する長期確率は、表

４に示すとおりである。

４ 今後に向けて

断層帯北西部のうち、敦賀平野東縁付近の断層については、断層が存在しない可能性も指摘されている。

また、本断層帯北西部では平均活動間隔が精度よく求めてられていない。このため、断層帯北西部全体にお

いて、活動区間や平均的なずれの速度及び１回のずれの量など、過去の活動に関する精度のよい資料を得る

必要がある。

断層帯南東部では、平均活動間隔が精度よく求められていない。また、過去の活動に関する資料が特定の

断層でのみ求められており、他の断層については資料がない。このため、過去の活動に関する資料をさらに

得る必要がある。


